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決算報告
平成１９年度

一般
会計

　市では、登米市の財政状況を随時皆さんにお知らせしてい
ます。平成１９年度決算が９月定例会において認定されました。
皆さんが納めた税金は、まちづくりにどう使われたのか、一
般会計を中心にお知らせします。

【
市
税
】

　
億
１
５
９
５
万
円
（
　
・
２
㌫
）

７１

１７

　
市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自

動
車
税
、
た
ば
こ
税
な
ど
で
市
が

自
主
的
に
収
入
で
き
る
お
金
で
す
。

【
地
方
交
付
税
】

１
７
３
億
８
３
６
９
万
円（
　
㌫
）

42

　
全
国
の
市
町
村
が
一
定
の
水
準

の
仕
事
が
で
き
る
よ
う
に
国
か
ら

交
付
さ
れ
る
お
金
で
、
使
い
道
が

決
め
ら
れ
て
い
な
い
も
の
で
す
。

【
市
債
】

　
億
２
６
１
０
万
円
（
　
・
６
㌫
）

５６

１３

　
市
が
社
会
資
本
の
整
備
な
ど
を

行
う
た
め
に
、
計
画
的
に
借
り
た

お
金
で
す
。

　
歳
入
は
、
市
税
や
使
用
料
な
ど

の
市
が
自
主
的
に
収
入
す
る
こ
と

の
で
き
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地

方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
、
県
支

出
金
な
ど
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ

る
「
依
存
財
源
」
の
２
つ
に
分
か

れ
ま
す
。

　
市
の
自
主
財
源
の
合
計
は
１
０

６
億
４
７
０
万
円
で
、
歳
入
全
体

の
　
・
６
㌫

に
な
り
ま
す
。
残
り

２５
の
　
・
４
㌫
が
依
存
財
源
で
、
そ

７４
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
地
方
交
付
税
改
革
な
ど
の

影
響
を
受
け
や
す
い
財
政
基
盤
と

な
っ
て
い
ま
す
。

【
人
件
費
】

1
０
４
億
7
2
7
8
万
円
（
　
・
２５

７
㌫
）

　
市
議
会
議
員
・
各
種
委
員
の
報

酬
や
市
職
員
の
給
与
・
退
職
金
な

ど
に
要
す
る
費
用
で
す
。

【
物
件
費
】

　
億
３
５
９
１
万
円
（
　
・
６
㌫
）

５５

１３

　
消
耗
品
、
備
品
の
購
入
費
、
業

務
の
委
託
料
な
ど
の
費
用
で
す
。

【
公
債
費
】

　
億
２
４
３
６
万
円
（
　
・
８
㌫
）

６０

１４

　
道
路
や
公
園
な
ど
の
施
設
整
備

を
す
る
た
め
、
長
期
的
に
借
り
た

お
金
の
返
済
費
用
で
す
。

【
普
通
建
設
事
業
費
】

　
平
成
　
年
６
月
、
自
治
体
財
政

１９

運
営
の
基
本
法
と
も
い
え
る
「
地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律
」
が
制
定
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
法
律
は
、
自
治
体
の
財

政
破
た
ん
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
、

悪
化
し
た
団
体
に
対
し
て
早
期
に

健
全
化
を
促
す
た
め
の
も
の
で
す
。

　
目
安
と
し
て
は
、
特
別
会
計
を

含
む
全
会
計
【
表
１
】
を
対
象
に

「
実
質
赤
字
比
率
」「
連
結
実
質
赤

字
比
率
」「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将

来
負
担
比
率
」の
４
つ
の
指
標【
表

２
】
と
、
公
営
企
業
ご
と
の
資
金

不
足
額
が
事
業
規
模
に
対
し
て
ど

の
程
度
あ
る
の
か
を
示
す
「
資
金

不
足
比
率
」【
表
３
】
の
指
標
を

用
い
て
判
断
す
る
も
の
で
す
。
各

指
標
が
基
準
を
超
え
る
と
度
合
い

に
応
じ
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策

定
が
義
務
付
け
ら
れ
、
計
画
に
基

づ
い
て
財
政
の
健
全
化
を
図
る
も

の
で
す
。

　
平
成
　
年
度
の
各
指
標
は
、
す

１９

べ
て
基
準
以
下
と
な
っ
て
い
ま
す

が
、
病
院
事
業
に
つ
い
て
は
資
金

不
足
比
率
が
、
基
準
の
　
・
０
㌫

２０

に
対
し
　
・
７
㌫

と
い
う
状
態
に

１９

あ
り
ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】

　
企
画
部
財
政
課

　
緯
０
２
２
０
（
　
）
２
１
５
９

２２

財
政
健
全
化
の
目
安

「
健
全
安
全
化
比
率
」

地
方
交
付
税
な
ど
の

依
存
財
源
が
　
㌫
７４

　
億
６
９
３
４

６６万
円
（
　
・
４

１６

㌫
）

　
道
路
の
新
設

改
良
や
学
校
な

ど
の
公
共
施
設

の
整
備
に
使
っ

た
お
金
で
す
。

【
繰
出
金
】

　
億
３
５
１
７

４２万
円
（
　
・
４

１０

㌫
）

　
下
水
道
や
国

民
健
康
保
険
な

ど
、
一
般
会
計

と
は
別
に
経
理

し
て
い
る
特
別

会
計
へ
繰
り
出

し
た
お
金
で
す
。

歳

入
４１４億100万円

歳

4０６億9,612万円

出

（単位：万円）

（単位：万円）

歳入

9 Dec.2008

■表１　会計別決算状況

差引額歳出決算額歳入決算額会計名

７億488万円406億9,612万円414億100万円一　般　会　計

５億1,871万円99億5,837万円104億7,708万円国民健康保険

特
別
会
計

１億6,167万円86億7,199万円88億3,366万円老人保健

9,277万円57億6,619万円58億5,896万円介護保険

31万円1,389万円1,420万円曲袋地区ほ場整備事業

１万円228万円229万円土地取得

6,358万円40億8,541万円41億4,899万円公共下水道事業

3,864万円18億4,656万円18億8,520万円農業集落排水事業

801万円１億7,057万円１億7,858万円浄化槽事業

差引額歳出決算額歳入決算額会計名

6,365万円22億8,004万円23億4,369万円収益的収支
水道事業

企
業
会
計

△９億1,094万円18億333万円８億9,239万円資本的収支

△14億8,943万円100億8,490万円85億9,547万円収益的収支
病院事業

304万円４億3,932万円４億4,236万円資本的収支

109万円３億3,021万円３億3,130万円収益的収支
老人保健施設事業

△3,240万円3,240万円－資本的収支

労働費
1,075円

衛生費
47,226円

民生費
98,763円

総務費
56,291円

議会費
3,618円市民一人当たりの

決算額

４61,005円
平成２０年３月末の人口88,277人で

算出しています

公債費
68,280円

災害復旧費
6,807円

教育費
60,078円

消防費
36,563円

土木費
46,413円

商工費
6,153円

農林水産業費
29,738円

■表２　平成１９年度決算に基づく健全化判断比率（単位：㌫）

基準値（平成１９年度）
健全化判断比率

内容

（標準財政規模に対する割合）
指標名

財政再生基準早期健全化基準

20.011.9７―一般会計の赤字額の大きさ実質赤字比率①

40.016.97―公営企業会計を含む赤字額の大きさ連結実質赤字比率②

35.025.014.7借金の返済に充てた額の大きさ実質公債費比率③

―350.0116.7将来負担すべき借金などの大きさ将来負担比率④

経営健全化基準事業規模資金不足額資金不足比率区分

20.020億9,556万円――水道事業会計①

20.081億1,990万円1６億371万円19.7病院事業特別会計②

20.0３億2,968万円――老人保健施設事業特別会計③

20.0３億2,431万円――公共下水道事業特別会計④

20.0１億3,838万円――農業集落排水事業特別会計⑤

20.0　　1,511万円――浄化槽事業特別会計⑥

■表３　平成１９年度決算に基づく資金不足比率（単位：㌫）


